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歳 入 総 額 1,006億6,965万円
歳 出 総 額 966億1,312万円
差 引 40億5,653万円
実 質 収 支 30億7,124万円
単 年 度 収 支 △2億‌‌‌386万円
実 質 単 年 度 収 支 △2億4,792万円

　普通会計とは、地方公共団体間で異なる会計
範囲を統一的な基準で整理し、比較できるよう
に組み直したものです。
　当市の普通会計は、一般会計と新幹線新駅地
区土地区画整理事業特別会計で構成しています。

　借入金返済に対する財政負担の健全度を判断する
もので、後年度負担の軽減に取り組んだ結果、前年
度から0.3ポイント改善し、12.0％となりました。

　一般会計等が将来負担しなければならない負債が、
標準財政規模に対して、どの程度あるのかを示すもので、
前年度から5.9ポイント改善し、85.2％となりました。

普通会計

実質公債費比率 将来負担比率

健全化判断比率等 　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率等は、
全ての比率が警戒ラインとなる早期健全化基準を下回りました。

説　明 当市の比率 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 一般会計等を対象にした実質赤字の標準財政規
模に対する比率 - 11.25% 20.00%

連結実質赤字比率 すべての会計を対象にした実質赤字（または資
金不足額）の標準財政規模に対する比率 - 16.25% 30.00%

実質公債費比率
一般会計等が負担する元利償還金および準元利
償還金の標準財政規模を基本にした額に対する
比率

12.0% 25.0% 35.0%

将 来 負 担 比 率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模を基本にした額に対する比率 85.2% 350.0% -

資 金 不 足 比 率 公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対
する比率 - 経営健全化基準　20.0%

今後の財政見通し 市の財産
　平成30年度決算では、財政の健全性を示す各種財政
指標は適正な水準を維持しています。一方、実質単年度
収支は赤字であるものの、財政計画で想定した赤字幅よ
り改善したほか、市の貯金となる財政調整基金は、計画
値を上回る約104億円を確保しました。
　今年2月に改定した第2次財政計画では、第6次総合計
画（後期基本計画）の推進に必要な経費を追加するとと
もに、第6次行政改革推進計画に位置付ける取り組みや
事務事業の見直し内容を反映したところです。その結果、
改定前の財政計画と比較して財源不足額を圧縮すること
ができる見込みとなりましたが、依然として財源不足を
財政調整基金の取り崩しで補う計画となっています。
　今後とも、さらなる事務事業の効率化に取り組み、健
全で計画的な財政運営を図っていきます。

市の保有財産（一般会計）は、次のとおりです。

土 地 2,102万‌‌‌‌16㎡
建 物（ 延 面 積 ） 109万3,665㎡
有 価 証 券 17億6,538万円
出 資 金 8億8,783万円
債 権 12億‌‌614万円
基金（財政調整基金） 104億2,004万円
基金（財政調整基金以外） 78億8,071万円

※‌基金とは地方公共団体の貯金のことで、こ
のうち財政調整基金は、災害などの不測の
事態に備えるほか、借入金の返済や収支不
足の補填のために積み立てておくものです。

平成30年度  決 算 報 告
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特別会計

企業会計

　平成30年度の一般会計決算を家計に置き換えて
みました。収入は、給料、親からの仕送り、借入金
など合計で702万円。支出は、自宅の修理費、増築
費などの減少により675万円となり、差額の27万

円を翌年度の収入として繰り越しました。貯金を取
り崩すことで収入不足を補えましたが、今後、給料
などの収入の減少が見込まれるため、引き続き支出
の節減と収入の確保が必要です。

給料　　　　　　　　　　　　400万円（→）
　市税、地方交付税など（市民税、固定資産税など皆さんか
ら納められた税金や、市の財源不足に対して国から交付され
るお金など）
その他の収入　　　　　　　　 97万円（↑）
　使用料・負担金など（市の施設の利用料や、市の事業によ
り特に利便を受ける人が負担するお金など）
親からの仕送り　　　　　　　111万円（↓）
　国・県支出金（特定の目的のために、国や県から支給され
るお金）
　小計①　　　　　　　　　　609万円（↓）

貯金の取崩し　　　　　　　　 13万円（↓）
　繰入金（財政調整基金から受け入れたお金）
借入金　　　　　　　　　　　 81万円（↓）
　市債（市が長期間にわたり返済する借入金）

　■貯金および借入金（平成30年度末）
　　貯金残高（財政調整基金）…  72万円（↓）
　　借入金残高（市債残高）　 …886万円（↑）

　小計②　　　　　　　　　　 93万円（↓）

収入合計①＋②　　　　　702万円（↓）

食費　　　　　　　　　　　　116万円（↑）
　人件費（職員などへ労働の対価、報酬として支払われるお金）
生活費　　　　　　　　　　　148万円（↑）
　物件費、補助費など（旅費、消耗品費、燃料費、委託料、
補助金などにかかるお金）
医療費　　　　　　　　　　　100万円（→）
　扶助費（子どもや高齢者、障害のある人の福祉などにかかるお金）
自宅の修理費　　　　　　　　 28万円（↓）
　維持補修費（市が管理する道路や学校など施設の修繕など
にかかるお金）
自宅の増築費　　　　　　　　 73万円（↓）
　普通建設事業費（道路や学校など施設の新増設などの建設
事業にかかるお金）
子どもへの仕送り　　　　　　 77万円（↓）
　他会計への繰出金など（一般会計から特別会計へ支出され
るお金など）
借入金の返済　　　　　　　　 92万円（↓）
　公債費（地方債の元金及び利子の支払いにかかるお金）
貯金　　　　　　　　　　　　 11万円（↑）
　積立金（財政調整基金に積み立てるお金）
その他の支出　　　　　　　　 31万円（↓）
　貸付金など（企業などに貸し付けるお金など）

支出合計　　　　　　　　675万円（↓）

【収入】 【支出】

　特別会計は、市が特定の事業を行う場合、その事業で得られる収入を財源と
して支出するため、一般会計とは別に経理を行う会計です。

　企業会計は、地方公営企業法の適用を受けて経営している会計です。資本的
収入額が資本的支出額に対して不足する額は、内部留保資金などで補填しました。

会　計　名 歳入総額 歳出総額
国 民 健 康 保 険 185億 546万円 182億 973万円
診 療 所 4億6,905万円 4億6,905万円
索 道 事 業 3,560万円 3,560万円
下 水 道 事 業 121億7,129万円 121億6,380万円
農業集落排水事業 27億2,157万円 27億2,157万円
介 護 保 険 229億6,918万円 227億7,439万円

会　計　名 収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出
ガ ス 事 業 67億7,272万円 65億5,495万円 2億4,223万円 15億1,204万円
水 道 事 業 69億2,756万円 54億5,175万円 8億9,906万円 35億2,372万円
工 業 用 水 道 事 業 1,721万円 1,488万円 0円 0円
病 院 事 業 26億4,950万円 26億3,209万円 9,678万円 1億6,346万円

会　計　名 歳入総額 歳出総額
地 球 環 境 2,909万円 2,909万円
新幹線新駅地区土
地 区 画 整 理 事 業 1億6,204万円 9,939万円

浄化槽整備推進事業 1,081万円 1,081万円
後 期 高 齢 者 医 療 19億7,761万円 19億7,131万円

（　 ）内の矢印は平成29年度決算と比較した増減を表しています。
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